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元来「情報の中身（特に、電子媒体
を通じて提供される）」という意味で使
われてきた「コンテンツ」という言葉は
ビジネス上で浸透し、「コンテンツビジ
ネス」という言葉まで生み出しました。
そして、今やビジネスにおける差別化
の重要な要素として取り上げられるま
でに成長しています。しかし、「コンテン
ツ」の定義は広範となり、実態的な経済
活動においては明確な定義がないの
が実情です。狭義では一般になじみの
ある地上波テレビや動画配信サイトな
どといったメディアで流通している制
作物やWebsiteにおける情報から、広
義ではスポーツからエンターテイメン
ト産業におけるアトラクション・テーマ
パークまでを含みます。

「コンテンツの創造、保護および活用
の促進に関する法律（平成16年法律第
81号）」では「コンテンツ」の定義を定
めていますが、本稿では、簡易的に「実
際の娯楽に属する著作物であって、受け
手の文脈に応じた価値のある情報や体
験を提供するもの」を「コンテンツ」、そ
の権利・版権を「ライツ」〔Intellectual 
Property（以下、IP）〕と定義します。そ
して、「コンテンツ」の対象範囲として、
映像・書籍含む出版物・音楽・ゲームの
4分野と限定します。

その定義に沿うと、日本市場の成長
率は年平均1％と大きくないものの、市
場規模は780億米ドルを超える産業と
なっています。その中で、特に近年コン 
テンツのデジタル市場は成長が著しく、
年平均8％の成長が予測され、2020年
までに190億米ドルを超える規模にな
ると予想されています1。

しかし、急激な成長の裏には、放映・
配信などの情報流通の多様化、消費デ
バイスの多様化・個別化など市場を取
り巻く大きな環境の変化があります。そ
の結果、コンテンツ制作・ライツ販売そ
のものも大きな変革を迎えています。そ
のような市場環境の中、コンテンツ制
作者あるいはライツを有するコンテン
ツ所有者は、コンテンツビジネスにおけ
る収益向上に向け、どのような取り組み
をまず行う必要があるのでしょうか？

本稿では、日本におけるコンテンツ
の「放映・配信」「消費者体験」の変化、 
また、それらの変化から影響を受ける 
コンテンツ「制作」そのものの変化と、 
ベンチマークとしてコンテンツビジネ
スの巨大市場であり、かつビジネスに
おいて最先端を行く米国におけるコン 
テンツの「放映・配信」、「消費者体験」、
コンテンツ「制作」の現状と変化につい
て考察します。

ごあいさつ

1 PwC年次調査「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック2017‐2021」[English]

そして、日米のコンテンツビジネスの
現状と変化に対する考察から導き出さ
れる日本企業が直面する課題を整理
するとともに、PwC独自のフレームワー
クを通じ、解決に向けたアプローチと
具体的な解決策について案内します。
また、総括として、解決策実行のための
PwCとして推奨するロードマップを提
示します。なお、コラムとして、コンテン
ツ業界再編における考えを最後に紹介
します。

本稿が、コンテンツ・ライツ所有者に
とって、これからのコンテンツビジネス
を考える上での一助となるとともに、日
本での今後の業界活性化に向けて一
石を投じることになれば幸いです。
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第1章：�コンテンツビジネスを取り巻く日本の現状

本章では、コンテンツの「放映・配信」、
「消費者体験」の変化、また、それらの
変化から影響を受けるコンテンツ「制
作」の変化に着目し、日本のコンテンツ

ビジネスの現状を見ていく。

コンテンツの「放映・配信」におけ
る変化

「放映・配信」などの情報流通の多様化

まず、第一に挙げられるのは「放映・
配信」などの情報流通の多様化である。
今までのコンテンツ消費における流通
媒体は、主に地上波テレビ・出版物・CD
／DVD・ゲームソフトと限られたもので
あったが、コンテンツのデジタル化によ

り、動画配信サービス、デジタルビデオ
配信サービス、音楽配信サービスなど
新しい流通媒体が加わり、流通媒体そ
のものが多様化したことで、コンテンツ
消費における情報流通の多様化が起き
ている。

マネタイズの在り方の変化

そして、コンテンツ消費の情報流通
の多様化を受け、出版社など原作を抱
えているプレイヤーが頂点にいること
に変化はないが、放映に大きな力を及
ぼす地上波テレビを頂点としたマネタ
イズのフローは崩れてきている。つま
り、コンテンツ所有者にとって、どの流
通媒体を使い、最終消費者の消費行動

まで結び付けるのか、そのマネタイズ
の在り方は複雑化している（図1）。

図１：マネタイズの在り方の変化

今までのマネタイズフロー
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変化が起きているコンテンツの「放映・配信」、「消費者体験」、「制作」
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今までのマネタイズの流れでは、ま
ず、原作のコンテンツ（主に漫画や小
説）のTV放映化と、玩具・消費財メー
カーによるそのコンテンツを使用した
商品化が同時に行われ、主題歌のCD
がテレビ放 映 に合 わ せてリリースさ
れていた。その後、テレビ放映番組の
DVD化、さらにそれが大型ヒットとな
れば、映画化されるというのが決まっ
た流れであった。しかし、コンテンツ流
通の多様化により、原作が中心に位置
することは変わりがないが、それ以降
のフローに変化が発生している。例え
ば、ある玩具メーカーは、玩具からテー
マパークにビジネスを展開し、そして、
テレビにコンテンツを提供してビジネ
ス領域を拡大してきた。また、あるOTT

（Over The Top：デジタル動画配信）
事業者は、人気が高い少女コミックを
ドラマ実写化、独占配信することで話
題となり、主題歌のCD販売やDVD化が
されるまでになった。このようなOTT事
業者は、かつてテレビ局が果たしていた
役割を代替するまでになったと言える。
さらにはドラマ放映後のコミック人気が
再燃し、デジタル版を合わせて累計で数
百万部を売り上げたことからも、情報流

通経路もその順番もマネタイズの方法
も多種多様になっていることが分かる。

コンテンツの「消費者体験」におけ
る変化

コンテンツ消費のパーソナル化

一方、消費者体験に目を向けると、放
映・配信の多様化によりデバイスも多
様化している。特にPC、スマートフォン
やタブレット端末のようなデジタル機器
の発達により、個人で使うデバイスが発
達し、消費者の間で浸透してきているた
め、コンテンツ消費もパーソナル化して
いる（図2）。

コンテンツの「制作」における変化

上記にある「放映・配信」、「消費者体
験」の変化を受け、コンテンツ制作も大
きな変化を迎えている。主な変化は四
つある。

良質なコンテンツ制作の需要増加

まず一つ目に、良質なコンテンツ制
作の需要増加が挙げられる。良質なコ
ンテンツは一定数しかないため、配信

チャネルが多様化すると、そのようなコ
ンテンツに対する需要は、増加傾向を
示す。例えば、2015年前後には動画配
信会社が日本市場に参入し、各社が差
別化のため良質なコンテンツの囲い込
みに走り、コンテンツ調達コストが高騰
する事態にまで発展した。一方で、デジ
タル特有のアルゴリズムによるレコメン
デーション機能により、視聴されるコン
テンツとそうでないものは極端に差が
出る傾向がある。

フォーマットの多様化

次に、フォーマットの多様化である。
「消費者体験」を実現するデバイスの
多様化によりフォーマットもさまざまと
なり、制作者としては同一コンテンツで
あっても数十を超えるフォーマットを
制作・管理する必要が出てきた。例え
ば、テレビ素材は、デジタル化されてい
ない4：3のフォーマットから、デジタル
化されたHDや4K、今後は8Kのフォー
マットが必要となる。また、消費者の視
聴行動もスマートフォンやタブレット端
末経由が主流となるがデジタルデバイ
スには標準化された規格が存在しない
ものも多く、配信先ごとにカスタマイズ
する必要がある。

図2：コンテンツ消費のパーソナル化

今までの「消費者体験」 これからの「消費者体験」

個人でコンテンツを消費するデバイスが増え、
結果、「コンテンツ消費のパーソナル化」が進む
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ライツ販売の多様化

三つ目に、ライツ販売の多様化であ
る。映像に関しては、従来の販売先であ
るテレビ局に加え、複数のOTT事業者
などへの販路が拡大したことで、再販の
チャンスが広がり、複数販売先へのライ
ツ管理が必要となってきた。音楽業界
も同様に、今までパッケージ販売として
ライブやプロモーション映像をDVD販
売していたものが、OTTの音楽コンテン
ツとして再販されるようになってきてい
るため、今までにないライツの販路が
拡大している。加えて、買い手であるデ
ジタルビデオ配信業社においては、独
占配信期間の指定やマネタイズの方法
がミニマムギャランティーやレベニュー
シェアなどに多様化したことで、部署を
横断した管理がより一層必要となって
いる。

よって、コンテンツサイクルを考慮し
ながら、全体収益の最大化を実現す
るために、どの配信先にいつ販売する
かを戦略的に考える必要が出てきて 
いる。

制作者が業務上検討すべき項目の拡大

そして、四つ目に最も大きな変化とし
て、コンテンツ制作者の業務上検討す
べき項目の拡大が挙げられる。今まで
はコンテンツ制作において、コンテンツ
の質、制作のオペレーション、納期、コ
ストの管理が主な業務対象であった。
しかし、情報流通および消費者の視聴
体験の多様化に伴い、どの経路で情報
流通を行い、最終消費者にどのような
消費者体験を提供しているかを考慮
し、コンテンツ制作を行う必要が出てき
た。例えば、今までは映像制作時に、単
にテレビ視聴を前提として制作してい
たコンテンツを、大画面を前提としない
スマートフォンやタブレット端末などに
よる視聴を意識して制作する必要が出
てきた。また、OTTの視聴形態に合わせ
比較的短尺なコンテンツ制作も試され
ているなど、撮影や編集の仕方、音量ま
で含め大きな変化が出てきている。
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第2章：�コンテンツビジネスを取り巻く米国の現状

2017年に70兆円を超える世界第1
位2のコンテンツビジネス市場規模を誇
る米国に目を向けると、日本と同じ状況
ではあるものの、いくつか特徴が挙げ
られる。

コンテンツの「放映・配信」における
変化

多様化の浸透・定着

米国では、日本より情報流通の媒体
が多様化しており、ケーブルテレビが
広く普及し、地上波に次ぐ市場規模で
ある。しかし、そのケーブルテレビの市
場規模も、OTT事業者による配信事業
参入により年々縮小している。例えば、

図4：活発化する近年のvMVPDの参入

2 PwC年次調査「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック2017‐2021」[English]  
3 出典：LeichtmanResearchGroup、データ提供：Statista
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VoD開始年 2006年 2007年 2007年 2015年 2015年 2016年 2017年 2017年

利用者数
米国：4,400万人（2015年）

米国：5,000万人
世界：1億人（2017年）

米国：1,200万人（2016年） 米国：200万人（2017年） N/A 米国：80万人（2017年10月）
米国：N/A（200万DL）

（2017年）
N/A

サービスの 
特徴

•	�Amazon Prime会員向け
のサービス

•	�単体での収益化ではなく、
Amazon全体として収益化

•	�近年は独自コンテンツ制
作も実施

•	�オリジナル作品の制作に
注力

•	データ分析に強み
•	�レコメンデーションを強化
•	�TVドラマシリーズはアー
カイブのみ

•	見逃し配信主体
•	�5 0以上のチャンネル見 
放題

•	�地上波やCATVのライ
ブ配信や録画オプション
サービスも開始

•	�ネット視聴のため、専用
ハードウエアが不要

•	�3万時間以上のオンデマ
ンド動画を提供

•	�映画やTV番組の視聴を広告
付きで配信することでユー
ザーには課金しないAVOD
モデル

•	�ケーブルやTVライブストリー
ミングサービスでありカバーさ
れている局は多い

•	�開始以来、急激にユーザーが
増加

•	�テレビライブストリーミング
•	�家族で6アカウントまで
•	�利用地域は、都市部のみ。現
在40都市以上にて視聴可能

•	�パートナー会社の制作したコ
ンテンツを配信

•	�現在はリアリティショー中心
で品質の高い番組は少ない

提供 
コンテンツ

•	�ドラマ、映画などライブ
TVは未対応

•	�オリジナル作品に注力

•	�ドラマ、映画などライブ
TVは未対応

•	�ABC、NBC、CBS、FOX 
など

•	�ABC、NBC、CBS、FOX、
HBOなどTW系

•	�主な映画、TV番組だが詳細
不明

•	�A&E、AMC、CBS、Discovery、
Disney、FOX、MLBなど追
加料金でHBOも視聴可

•	�ABC、NBC、CBS、FOX、
ESPN、CW

•	HBOは視聴不可

•	�パートナー会社の提供するコ
ンテンツが主

月額利用料 PrimeVideo：$8.99
Prime：$10.99
Prime年間：$99

Basic：$7.99
Standard：$9.99
Premium：$11.99

Hulu Plus：$8.00 
Live TV：$39.99

Orange：$20（30ch）
Blue：$25（40ch）
Orange+Blue：$40

無料 $35 $35 無料

運営事業者/
関連事業者 N/A N/A

メディアコングロマリット3
社による共同設立

DISH Network Verizon AT&T Google Facebook

図3：�ケーブルテレビの契約者数を逆転するグローバル大手OTT事業者

米国市場におけるグローバル大手OTT事業者とケーブルテレビの契約者数の推移

（単位：百万人）

ケーブルテレビ

大手OTT事業者

日本以上に変化が進むコンテンツの「放映・配信」、「消費者体験」、「制作」
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図4：活発化する近年のvMVPDの参入

4 �映像メディア総合研究所「映像メディアユーザー実態調査2017」
5 公開情報を基にPwCコンサルティング合同会社作成（2017年12月調べ）

2017年には契約者数ベースにてグ
ローバルの大手OTT事業者1社による
契約者が5,000万人3を突破し、ケーブ
ルテレビの契約者数の4,860万人を
上回る見込みである（図3）。この動き
から、米国では、「放映・配信」の多様化
がより浸透・定着していると言える。日
本においても、TVOD（Transactional 
Video On Demand：都度課金型動画
配信）とSVOD（Subscription Video on 
Demand：定額制動画配信）を合計した
OTTの利用者は1,000万人4を突破した
とは言え、明らかに米国の方が、「放映・
配信」の多様化という点で、さらに一歩
先を進んでいるのではないだろうか？

新たな参入者

情報流通の多様化は、ポストOTTと
名高いvMVPD（virtual Multi-channel 
Video Program Distributor）の配信事
業参入にも表れている（図4）5。

この新興動画配信サービスは、元来、
MVPDとしてカテゴライズされていた

ケーブルテレビ放送事業者や衛星テレ
ビ放送事業者が、放送ではなく大がか
りな設備を必要としないバーチャルな

「配信」という形式でサービス提供する
ため、バーチャルの「v」が付き、vMVPD
と呼ばれている。サービス自体は、複数
の地上波やケーブルテレビで放映して
いる番組を、そのままインターネット配
信しており、日本のワンセグのサービス
形態に近いものである。サービス内容
に関しては、通常30から40の地上波や
ケーブルテレビのチャンネルをリアル
タイムで視聴でき、録画も可能である。
また、スマートフォンやタブレット端末
で視聴できるので、特別なデバイスは
不要である。利用者の規模は最大手の
利用者が約200万人と言われており、
OTTと比べると利用者ベースで規模は
まだ小さいが、サービス開始時点から、
急成長が期待される配信サービスであ
ると言われている。
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•	�現在はリアリティショー中心
で品質の高い番組は少ない

提供 
コンテンツ

•	�ドラマ、映画などライブ
TVは未対応

•	�オリジナル作品に注力

•	�ドラマ、映画などライブ
TVは未対応

•	�ABC、NBC、CBS、FOX 
など

•	�ABC、NBC、CBS、FOX、
HBOなどTW系

•	�主な映画、TV番組だが詳細
不明

•	�A&E、AMC、CBS、Discovery、
Disney、FOX、MLBなど追
加料金でHBOも視聴可

•	�ABC、NBC、CBS、FOX、
ESPN、CW

•	HBOは視聴不可

•	�パートナー会社の提供するコ
ンテンツが主

月額利用料 PrimeVideo：$8.99
Prime：$10.99
Prime年間：$99

Basic：$7.99
Standard：$9.99
Premium：$11.99

Hulu Plus：$8.00 
Live TV：$39.99

Orange：$20（30ch）
Blue：$25（40ch）
Orange+Blue：$40

無料 $35 $35 無料

運営事業者/
関連事業者 N/A N/A

メディアコングロマリット3
社による共同設立

DISH Network Verizon AT&T Google Facebook
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コンテンツの「消費者体験」におけ
る変化

スマートテレビおよび接続するデバ
イスやスマートフォンの普及が、消費者
体験の変化に貢献している。例えば、最
近のテレビのリモコンにはOTT事業者
のサービスに繋がるボタンが標準装備
されており、すぐに視聴が可能となって
いる。また、テレビ本体に専用のデバイ
スを接続するだけでメジャーなOTTが
視聴可能となる。他にも、スマートフォ
ンやタブレット端末には視聴に最適化
されたアプリがあり、ワンタップで視聴
が可能になっている。よって視聴者は、
現在見ているコンテンツが地上波テレ
ビなのか、ケーブルテレビなのか、それ
ともOTTなのかをあまり意識しなくなっ
てきている。チャンネルを変えるような
感覚で各サービスを利用するところま
で、消費者体験の多様化が浸透してい
る実態がうかがえる（図5）。

コンテンツの「制作」における変化

「放映・配信」の多様化およびクロス
デバイスでの同一な消費者体験が、米
国では日本以上に浸透してきていると
は言え、コンテンツ制作への影響は、米
国と日本で大きな違いはない。しかし、
コンテンツの拡大への投資規模、およ
び分析・その結果を反映したアクション
に関しては、日本の一歩も二歩も先行し
ている印象がある。

コンテンツ制作・調達への投資拡大

新たな視聴者を呼び込み、かつ繋ぎ
とめることができる良質なコンテンツ
確保のため、OTT事業者大手は単年度
で数十億米ドルをコンテンツ制作およ
び調達に投資し、今後も同規模の投資
を継続する見込みである。ちなみに、数
十億米ドルは日本の大手放送局一社
の時価総額に匹敵する額である。これ
を単年度で投資している点で投資規模
が巨大であることが理解できる。

データアナリティクスの有効活用

「放映・配信」、「消費者体験」の多様
化により、制作者の業務上検討すべき
項目が拡大してきた。

米国では、データやテクノロジーの
活用がより進んでおり、コンテンツ制
作においてデータアナリティクスが重
要になってきている。ある映画会社で
は、データアナリティクスを活用し、特
定の映画のライフサイクルを予測する
シミュレーションを構築して、複数の放
映・配信による最終的な収益を予測し
ている。その結果、事前に収益を予想
しつつ、実際の消費者の反応を見なが
らマーケティング戦略を調整すること
で、投資対効果の向上とマーケティン
グコスト削減の二つを同時に実現して
いる。一方、あるテレビ局では売上から
直接コストを引くだけの伝統的な番組
評価モデルから脱却し、SNSなどの視
聴者反応および局全体としてのブラン
ド価値を取り入れたデータアナリティ

図5：クロスデバイスで同じ消費者体験を実現

TV局
A

TV局
A

TV局
B

TV局
B

TV局
C

ケーブル 
A

ケーブル 
A

ケーブル 
B

ケーブル 
B

ケーブル 
C

ケーブル 
C

TV局
C

OTT
A

OTT
A

OTT
C

アプリ
A

アプリ
B

OTT
B

OTT
B

OTT
C
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クスを実施している。そして、複数の番
組コンテンツにおけるポートフォリオ 
戦略の立案およびそれぞれの適切な
番組再販価格を導き出す試みも始めて
いる。

データアナリティクス活用は、コンテ
ンツ制作そのものの変革も起こし始め
ており、AIなどの進化が著しいテクノロ
ジーと掛け合わせ、より成功の可能性
が高いコンテンツ制作手法を、各企業
は模索している。ある大手動画配信会
社では、連続ドラマ制作時、過去の視聴
データを分析し、コンテンツ制作に活用
していると言われている。しかし、一見
データアナリティクス活用でコンテンツ
制作が成功しているように思われてい
る大手動画配信会社でさえ、「51％の
アート、49％のサイエンス」と言われる
ほど、実は「アート」の方をより重要視し
ている。とは言え、今まで勘と経験だけ
に頼ってきたコンテンツ制作に対し、で
きる範囲でサイエンスを取り入れようと
する姿勢は称賛に価する。
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第3章：�日本企業が直面する課題と解決に向けたアプローチ

前章までは、日米における放映・配
信および消費者体験の軸からコンテン
ツ制作の変化をそれぞれ説明してき
た。また、米国におけるコンテンツ制作
が日本に比べて進んでいることも事例
を交えつつ紹介してきた。今後、映像コ
ンテンツがより多くの者に視聴される
ためには、視聴環境の変化に対応しつ
つ、質の高いコンテンツの制作・流通が
拡大していくことが重要6になると言わ
れている。そして、この章では、1.業務領
域であるコンテンツ制作と流通におけ
る変化のまとめと、コンテンツ制作およ
びそのライツ販売における主要な課題
をつまびらかにし、2.経営視点から再

度課題を見直し、3.その解決に向けた
アプローチをPwCのフレームワークか
ら考察する。加えて、議論を具体化する
ために、便宜上、対象コンテンツを映像
に絞って論議を進めたい。

日本企業が直面する課題

既述のとおり、コンテンツビジネスを
取り巻く業務領域の変化は、図6のとお
り六つに整理でき、「日本企業が直面す
る課題」は三つに大別できる。つまり、
①コンテンツ制作、②情報の一元管理、
③チャネル戦略である。まず、①コンテ
ンツ制作について、最先端を行く米国
でも視聴データを分析し、コンテンツ

制作に活用している事例はまだまだわ
ずかであるが、日本は米国に比べ、視
聴データを活用し、消費者の視聴体験
を踏まえた良質なコンテンツ制作がで
きていない。また、米国を中心にコン
テンツ制作への投資が拡大している
ものの、日本においては、コンテンツの
評価が適切にできていないため、制作
投資への判断基準が脆弱である。その
結果、勘と経験で投資金額を決定して
いる。次に、②情報の一元管理につい
て、異なる多数のフォーマットのコンテ
ンツに関連する制作物や広告素材が、
企業の中に存在するものの、部門を超
えて情報の一元管理ができていない

6 �「視聴環境の変化に対応した放送コンテンツの制作・流通の促進方策の在り方について中間答申」 
（情報通信審議会）（http://www.soumu.go.jp/main_content/000496775.pdf）

日本企業が直面する課題は、「コンテンツ制作」、「情報の一元管理」、「チャネル戦略」

図6：日本企業が直面する課題

業務領域 変化

コンテンツ
制作

①�良質なコンテンツの需要
増加

②�制作者が業務上検討す
べき項目の拡大

③�コンテンツ制作・調達へ
の投資拡大（米国）

④フォーマットの多様化

ライツ販売

⑤放映・配信先の多様化

⑥�複数の販売先に対する
チャネル戦略が必要

日本企業が直面する課題

①コンテンツ制作
•	 �視聴データを活用し、消費者の視聴体験を踏まえた良質

なコンテンツ制作ができていない

•	 �コンテンツの評価が適切にできていないため、制作投資
への判断基準が脆弱

②情報の一元管理
•	 �異なる多数のフォーマットのコンテンツに関連する制作

物や広告素材が、企業の中に存在するものの、部門を超
えて情報の一元管理ができていない

•	 �条件を含め、複雑化したライツ販売において、部門を超
えて情報の一元管理ができていない

③チャネル戦略
•	 �複数の放映・配信先にどのような順番でライツを販売す

るのか明確なチャネル戦略がない

http://www.soumu.go.jp/main_content/000496775.pdf
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ため、同様の制作物や広告素材を新た
に制作するといったことも起きている。 
さらに、条件を含め、複雑化したライツ
販売において、部門を超えた情報の一
元管理ができていないため、独占契約
をある会社と契約しているにもかかわ
らず他社にライツを販売してしまうなど
の問題が生じている。なお、③チャネル
戦略については、マネタイズの在り方
やライツ販売の多様化が進む中、複数
の放映・配信先にどのような順番でラ
イツを販売するのか明確なチャネル戦
略が存在しない。この結果、リクエスト
ベースで販売しているため、潜在的な
機会損失が生じている。

これらの日本企業が直面する課題
は、コンテンツ制作・ライツ販売という
業務領域から捉えている。他方、コンテ
ンツ・ライツビジネスにおいて、良質な
コンテンツを制作し、適切な販売価格
を決定し、収益を高めていくことが究
極的な経営の課題であると考える。よっ

て、ここでは、財務（収益とコスト）という
視点も取り入れ、経営視点でコンテンツ
ビジネスの収益向上について考察して
いきたい。

なお、実際、コンテンツ制作者・ライ
ツ所有者は、個人・企業単位では異な
るが、資本・商習慣の関係性・関連性は
極めて強く、経営視点で見れば1プレイ
ヤーと捉えても差し支えない場合が多
い。例えば、あるテレビ番組の場合、コ
ンテンツの制作に携わるプロダクション
と、コンテンツを発注し、ライツを所有
するテレビ局の間で、プレイヤーは分
かれる。しかし、実際にはテレビの番組
プロデューサーが制作の指揮をとり、テ
レビ局の意向に沿った番組制作が大概
行われるため、実態は同じプレイヤーと
見なすことができる番組もある。つまり、
テレビ局が制作し、ライツを所有してい
ると言っても過言ではない。以上の視
点から、経営課題の解決に向けたアプ
ローチを検討する。

図7：CVMフレームワーク

収益・コストの
把握と管理

放映・配信先の 
ライツ管理

適切なコンテンツ制作と 
その管理

ライツ財務

コンテンツ

課題解決に向けたアプローチ

PwCでは、コンテンツ（適切なコンテ
ンツ制作、あるいはその管理）、ライツ

（配信先・放映先のライツ管理）、財務
（売上・コストの可視化および管理か
らくる収益）の3要素を同時かつ複合
的に捉え、経営課題を解決する、CVM

（Content Value Management）と呼ば
れるコンテンツ・ライツ管理のフレーム
ワークを提唱している（図7）。
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図8：日本企業が直面する課題解決に向けたアプローチ

日本企業が直面する課題 経営課題 解決策

•	 データアナリティクス

•	 �情報の一元管理のた
めのシステム構築

•	 データアナリティクス

①コンテンツ制作
•	 �コンテンツの需要に

沿った適正な制作投
資判断

①コンテンツ制作
•	 �視聴データを活用し、消費者の

視聴体験を踏まえた良質なコン
テンツ制作ができていない 

•	 �コンテンツの評価が適切にでき
ていないため、制作投資への判
断基準が脆弱

②情報の一元管理
•	 �異なる多数のフォーマットのコン

テンツに関連する制作物や広告
素材が、企業の中に存在するもの
の、部門を超えて情報の一元管
理ができていない

•	 �条件を含め、複雑化したライツ販
売において、部門を超えて情報
の一元管理ができていない

③チャネル戦略
•	 �複数の放映・配信先にどのような

順番でライツを販売するのか明
確なチャネル戦略がない

②情報の一元管理
•	 �重複したコンテンツ

フォーマットの一元管
理によるコスト削減

•	 �販売条件の異なるラ
イツ販売実績の一元
化・可視化による収益
最大化

③チャネル戦略
•	 �視聴者の動向や過去

のライツ販売実績を
踏まえた適切な販売
チャネルおよびその販
売時期決定による収
益最大化

図7にあるように、経営課題を三つの
要素の複合体として考える。例えば、「適
切なコンテンツ制作」と「不要なコスト
の把握と管理」を組み合わせて、コンテ
ンツとその関連アセットの一元管理を
行う。そして、重複制作に起因するコスト
削減を実現する。他にも、「累計のコンテ
ンツ制作コスト」、「累計のライツ販売情
報」（タイミングと売り先）および「収益の
把握と管理」の三つの要素を同時に組
み合わせて、過去に制作した複数コンテ
ンツにまたがるライツの適切な販売金
額を算出することが可能となる。なお、
京都産業大学田畑恒平准教授によれば、

「この考え方は、特許に重点を置く企業
の、知的財産権（IP）の管理・運営に類似
する。今までのコンテンツビジネスでは
弱かった収益という視点に、コンテンツ
とライツを合わせて考える視点は新し
い」とコメントしている7。

このフレームワークを活用して、日本
企業が直面する課題に財務の視点を
加えることで、販売機会増加やコスト削
減に代表される経営課題を明確化し、
日本企業が取り組むべき解決策をまと
めたものが図8である。

7 田畑准教授との面談におけるコメントより
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第4章：日本企業が取り組むべき解決策

この章では、第3章で取り上げた経営
課題と、その解決策である、データアナ
リティクスの活用と、情報の一元管理の
ためのシステム構築について、一般的
な手法を紹介したい。

データアナリティクスの活用

昨今、データアナリティクス活用の重
要性は増してきており、実際に活用する
ことで収益を上げてきている日本企業も
多い。有名な例では、あるスーパーマー
ケットにおいて、おむつ購入者の多くは
ビールも併せて購入するといったデータ
アナリティクスの結果に基づき、商品の陳
列位置を変えるといった施策を打った結
果、収益を上げている例がある。

データアナリティクスの活用という考
え方が最近になって脚光を浴びてい
るように感じるが、実は、アプローチ自
体は全く新しい手法ではない。実際、
マーケティングの世界では有名なMMM

（Marketing Mix Model）という考え
方があり、特に適切な広告費算出やメ
ディアミックスに対する適切な予算配
分などの解決策として広く活用されて
きた歴史がある。

実際、現在のデータアナリティクス活
用・浸透は、解析手法の変化よりも、テ
クノロジーの進化によるデータへのア
クセスの幅・深さ・速さの実現に起因
する。例えば、SNSや動画配信サイトの
発達により消費者のダイレクトな反応
がタイムリーかつ容易に収集できるよ
うになった。また、テレビも地上波デジ
タル移行により以前のリアルタイムの
視聴率だけではないタイムシフト視聴
も集計できるようになっている。その結

果、ダイレクトに、またタイムリーに消
費者におけるコンテンツ消費の反応を
データとして蓄積できるようになってき
ている。また、AIの進化も目覚ましく、実
用できるところまでレベルが上がって
いる。実際、グローバルの大手CRMベ
ンダーは、AIを活用して営業やマーケ
ティング支援のツールを提供している。
その導入事例として、大手映画会社は
マーケティング費を大きく削減しつつ、
一方で、その効果は維持していると言
われている。

データアナリティクスの代表的な領
域は、①コンテンツに対するある一定
の需要予測（以降、需要予測）、②需要
から来る収益予測（以下、収益予測）、
③単数ではなく複数のコンテンツを含
むコンテンツ評価（以下、コンテンツ評
価）、④マーケティング施策の最適化、
の4点である。

この4領域において、それぞれデータ
アナリティクスを活用することで、需要
予測や収益予測から適切なチャネル戦
略を構築し、複数のコンテンツ評価を通
じ、将来的なコンテンツポートフォリオの
作成が可能となる。さらに、タイムリーな
マーケティング施策の最適化により、マー
ケティングコストの削減も期待できる。

ちなみに、活用するデータは基本的
に、過去の販売実績およびSNSや動画
配信サイトなどの消費者からの反応、
天候などの環境データ、社会・政治・経
済の一般的指標など、幅広い。

こうしてみると、データアナリティクス
の活用は、一見万能に見えるだけに、全
ての問題を一度に解決できると誤解さ

れがちである。しかし、実際は、明確に
細分化された分野に対する解を導くも
のであり、複数の分野が重なる課題に対
しては、個々の分野への分析が必要で
ある点を忘れてはならない。なお、課題
により、必要なデータや分析手順は、そ
れぞれ異なることも留意すべきである。

データアナリティクス活用とシステム化が急務
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次に、データアナリティクス活用に関
する一般的な流れを紹介する。基本的
に、データアナリティクスは過去のデー
タを用い、過去から未来予測までを分
析対象としている。よって、過去のデー
タを参照し、そこから、診断・予想分析・
処方分析を行い、最後に、その分析結
果をどのように適用するか、ステップご
とに検証していくことが重要である。さ
らに、ステップが進むごとに分析を洗練
し、ビジネス価値が向上するよう設計す
ることも重要である（図9）。

現在、コンテンツ業界を取り巻く大き
な変化に対応する戦略的意思決定へ
の支援は、単なる過去分析だけでは難
しい。よって、図9にもあるようにシミュ
レーションを主体とする複数の未来予
測分析を一つ一つステップを踏んで実
施することが、未来に備える施策策定
において、有効であると言える。しかし、

データアナリティクスはあくまで戦略的
意思決定をサポートするツールという
位置付けであり、前提として正しい戦
略とその実行があってこそ生きてくる
ツールであることを忘れてはならない。
また、本施策の実行にあたっては、分析
業務、業務の標準化および社内共有化
を有効にする経営管理サイクルの再考
などの組織改革も場合によっては必要
になることも付け加えておきたい。

情報の一元管理のためのシステム
構築

コンテンツやライツにおける情報の
一元管理にあたり、驚くべき解決方法
はない（図10）。

第1章で紹介したコンテンツビジネ
スにおける変化の波は急ではなく、段
階的な変化である。生じている変化に

対し、今までその都度、現場の努力で
対応してきているところがほとんどであ
る。そのため、全体的な業務管理の視
点では問題を感じつつも、今に至るま
で既存の仕組み・システムの抜本的な
見直しに着手できていないのが現状で
ある。仮に問題が起きても、業務連携ミ
ス・単なるヒューマンエラーで片付けら
れることが多く、致命的な問題として見な
されないケースが多い。その上、現場の
努力で何とか回っているだけに全社とし
ての対応が後回しになりがちである。

コンテンツの一元管理

コンテンツフォーマットが多様化する
中、部門を超えて情報を可視化すること
の重要性が増している。関連するアセッ
トおよびその情報の一元管理システム
の構築による対応の利点は大きく二つ
ある。まず一つ目は、不要な制作費の

図9：分析ステップ全体像
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データアナリティクス洗練度

ビ
ジ
ネ
ス
上
の
価
値

記述分析
過去何が起きた
のか？

診断分析
なぜそれが
起きたのか？

予測分析
今後どうなるか？

処方分析
具体的に何を 
すべきなのか？

適用自立型分析
自立的に動くに
はどのようにす
べきか？

業績を示すデータ、
相関関係図、比率
図や線形方程式の
作成

顧客反応データや
多変量解析による
因果関係把握や原
因把握

過去データに基づ
く将来予測と今後
取り得る活動の成
果予測

複数データとデー
タモデルを用いて
導き出す行動およ
び意思決定の優先
順位付け

機械学習も含む統
計解析手法を用い
た不確実な未来へ
の対応策提示

•	�過去の財務デー
タ分析

•	Website分析

•	�ソーシャルメディ
ア によ る 口 コミ 
分析

•	�カスタマージャー
ニーマップ作成

•	�機 会 損 失を起こ
す原因分析

•	�マ ー ケ ティング
キャンペーン効果
分析
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スにおけるインパ
クト予測

•	�広告・コンテンツ
掲載場所の適正
化提案

•	�広告宣伝費用最
適化提案

•	�新しいマーケット
への参入オプショ
ンおよび 競 合 の
反応分析

•	�新商品・サービス
などの必要性予測

•	�コンテンツ価格の
複数シナリオ分析

•	�クリエイティブなコ
ンテンツタグ生成
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削減である。そして、もう一つは、タイム
リーに情報が部門を超え、ライツ購入
者にも共有されることで、ライツ購入者
へのマーケティング機会最大化を支援
できる点である。

しかし、実際には、映像・平面・付随す
る広告関連素材は、属人的に、または
マニュアル作業で管理運営されている
ことが多い。その結果、過去に制作した
フォーマットであっても、タイムリーに
格納場所が判明せず、あるいは存在す
ることすら分からず、二重三重の制作を
していることが多い。一つ一つのコスト
は大きくないことや、コスト意識が薄く、
ライツ購入者への納期優先などの要素
も複雑に絡み合い、余計な制作費をか
けているケースが多数あるのではない
だろうか。この課題は、コンテンツに関
する情報の一元管理を部門横断で管
理する業務を設計し、システムを構築
することで解決できると考えられる。

図10：情報の一元管理のイメージ

ライツの一元管理

多くのケースでは部署ごとに情報が
管理され、その管理方法も部門によっ
て異なっている。情報が一元管理され
ていないため、部署間のやりとりは、人
海戦術、手作業で行われ、その結果、発
生する業務全般におけるヒューマンエ
ラー、特記するならば、複雑化したロイ
ヤルティの分配を人海戦術かつ手作業
で実施しているため、計算ミスによる過
剰支払、支払遅延などの問題が起きて
いる。また、販売実績・その金額を抽出
する作業も人海戦術・手作業の結果、
時間がかかるため、さらなるライツ販売
への意識が働かず、リクエストベースで
営業対応しているケースも往往にして
見受けられる。なお、このような人海戦
術・手作業での対応は、過剰な派遣社
員費・業務委託費をもたらすといった問
題にも派生している。

そこで、ライツ販 売 の 営 業 部 門 か
ら、契約・納品・ロイヤルティ分配およ
び支払・会計処理まで、部門間を超え
た一 貫したライツ管 理システムを構
築することにより、①販売実績の可視
化 から取りこぼしていたライツ販 売
の機会拡大、②二重販売によるペナ
ルティリスクの回避、③ロイヤルティ
分配など契約状況との確認が都度必
要な支払業務の簡素化、④ライツ単
体・全体の収益の可視化が可能とな
る。結果として、収益の向上により投
資が可能となると言えるのではないだ
ろうか。標準化・一元化されたデータ
は、前述したデータアナリティクス活
用の前提条件である。このことからも、
コンテンツやライツに関する情報の
一元管理が重要であることは間違い 
ない。

制作局制作局 営業局営業局 事業局事業局 経理局経理局 編成局編成局

情報の一元化・標準化データが複数存在
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第5章：まとめ

第3章までにおいて紹介してきたコン
テンツビジネスを取り巻く変化から導
き出される経営課題に、適切に対応し
ている企業は決して多くない。現状、日
本におけるコンテンツ制作あるいはラ
イツ所有者は、第1章から第2章で紹介
した変化によって直面する課題全てを
抱えていると言っても過言ではない。一
方で、経営課題は企業により異なり、コ
スト管理に重きを置くところもあれば、
売上向上を重視する企業もある。さらに
は、システムを含めたインフラの成熟度
も異なる。

そこで、既述の解決策を実行する上
で、その第一歩として、「現状把握」およ
び「戦略・施策のロードマップ作成」を
行い、「ライツに関する情報一元管理シ
ステム構築」から着手することを推奨す
る（Step1からStep2）。

現状、日本のコンテンツ制作は、制作
委員会による複数のステークホルダー
が存在しており、ライツでは、ミニマム
ギャランティーやレベニューシェアなど
の販売条件が多様化している。また、複
数のコンテンツにかかわるライツ管理
体系が未熟なことから、個々のライツ
販売における収益が見えにくい構造に
なっているケースが多く見られる。そこ
で、ライツ販売を一元管理し、ライツ販
売での機会損失の可視化を行い、ライ
ツ販売で確実に収益を上げることで、
次のコンテンツ投資に生かす原資を確
保したい。

そして、過去に制作したコンテンツと
その関連コンテンツを管理する「コンテ
ンツ一元管理システム」構築を提案する

（Step3）。続いて、このシステム構築の
効果であるコンテンツ制作での削減コ
ストを原資とし、「データアナリティクス

戦略立案」と「データアナリティクス設
計・解析」の実施を勧める（Step3およ
びStep4）。その結果、複数コンテンツ
の適切な販売価格、適切なチャネル戦
略、効率的なマーケティング費用概算
など、各企業が直面する優先度の高い
経営課題を解決することで、コンテンツ
ビジネスの収益向上が実現できるので
はないだろうか？（図11）

最後に、今後グローバルを主戦場と
したコンテンツビジネスは、ますます流
れが速くなり、競争が激化することが予
想される。そのような時代の中、今まで
のように文化創造の担い手として、既
述の解決策を急速に推進するには、経
営層の「覚悟」と「熱意」が重要なドライ
バーとなることは言うまでもない。コン
テンツビジネスに携わる一つでも多く
の日本企業が、さらなる成長と繁栄に
向けて、今が、解決策に取り組むその時
である。

図11：ロードマップ
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アミューズメントパークから放送局ま
でを束ねる米国大手コングロマリットが
競合の制作部門を買収する動きからも
放映・配信業界の再編が生じつつある。
本稿は、あくまでコンテンツビジネスに
おける示唆を目的に寄稿している。しか
し、コンテンツを流すメディア、特に影響
が大きい放映・配信業界の再編は、資本
および影響範囲が大きく、結果としてコ
ンテンツ業界を巻き込む形で再編され
ると考えられる。

第2章で、消費者の視点として米国で
は放映・配信という情報流通方法に関
係なく、特定のコンテンツを見るという
意識が強いことは説明した。その中で、
放映や制作会社を抱えているメディアコ
ングロマリットや大手通信会社による、
コンテンツ獲得を目的とした大型買収
が目立つ。当現象をコンテンツビジネス
の側面から見ると、結局、どのメディアも
情報流通媒体としての価値は低下して
いる中で、逆にコンテンツは差別化に大
いに貢献する重要な要素として脚光を
浴びており、メディア・通信の再編にお
ける最大の動機となっている。また、第2
章で説明した、競争が激化しているOTT
事業者も差別化のためオリジナルコンテ
ンツを含めたコンテンツ調達に大型投
資をしている。一方、欧州では米国のよ
うな大規模買収劇が起きているわけで
はないが、キラーコンテンツであるサッ
カーリーグの放送枠が高値で取引され
ている動きに照らしてみても、良質なコ
ンテンツが高値でも取引されることは、
もはやグローバルな潮流であると言え
る。とすると、資本力が大きい組織が豊

富な資金を元にコンテンツ、さらにはコ
ンテンツを生み出すプロデューサー・監
督・脚本家にとどまらず、制作会社やスタ
ジオ自体の買収に乗り出しても、ビジネ
スとして不思議ではない。

一方、日本市場は、放送局による動画
配信会社の子会社化、通信事業者によ
る海外コンテンツ放映・配信権獲得や
コンテンツ放映・配信サービスの展開
など、放映・通信・コンテンツ業界再編
の兆しは多少見える。しかし、放映で圧
倒的な力を持つ地上波は免許事業であ
り、法規制がネックとなっている。かつ
て、複数の日本企業が、地上波放送局に
対し、買収・提携という形で参入しようと
したが、断念している経緯もあり、参入
自体は容易ではない。一方、今後、現在
の放送局がグローバルレベルでコンテ
ンツを調達できる資本力があり、業界を
リードできるプレイヤーになり得るかと
言えば疑問が残る。現時点ではどのプ
レイヤーが将来起こり得る再編へのカ
ギを握っているのかを明言することは
難しい。しかし、来る業界再編時代に向
けた対策をする必要があることだけは
間違いない。また、再編は日本だけにと
どまらず、世界を巻き込む形で起こるこ
とが予想されている。その答えの一つに
コンテンツ業界として買収する側、され
る側にかかわらず、自分たちが生み出し
たコンテンツ、ひいては自分の会社の価
値を客観的に評価する基準設定が欠か
せない。そういった意味でも財務の視点
だけではなく、あらゆるビジネス視点を
盛りこみ、未来を見据えたデータアナリ
ティクスからの分析結果、およびそのア

クションが重要になってくると考える。さ
らに、データアナリティクス実行に必要
なデータを準備する意味からも情報の
一元管理のためのシステム構築、関連
するビジネスの可視化に早急に取りか
かる必要があると考える。第1章から第
4章にかけて述べてきたように、脱・勘
ベースのビジネススタイルや情報一元
管理、データアナリティクス活用によるサ
イエンスの考え方の仕組みを構えること
で、企業はこの激動のデジタルトランス
フォーメーション時代を生き残れるので
はないだろうか。
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コンテンツ業界の再編
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